
島 根 県 報

� �

島根県花振興センター条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	

島根県花振興センター条例施行規則の一部を改正する規則

第�����号 平成��年�月��日 (�)

� �

� �

島根県花振興センター条例施行規則の一部を改正する規則 （農畜産振興課） �


 �

身体障害者福祉法の規定による医師の指定 （障害者福祉課） �

換地処分 （農 村 整 備 課） �

解除予定保安林 （森 林 整 備 課） �

漁船損害等補償法の規定に基づく付保義務の発生 （水 産 課） �

水防警報を行う河川の指定の一部改正 （河 川 課） �

特別警戒水位の設定の一部改正 （ 〃 ） �

� 


特定非営利活動法人の設立の認証申請に係る書類の縦覧 （環境生活総務課） �

開発行為に関する工事の完了 （都 市 計 画 課） �

����


新生児用ドクターカーの購入に係る一般競争入札の実施 （医 療 対 策 課） �

��
�

警備員指導教育責任者講習の実施（	件） （警 察 本 部） 


� �

公益信託しまね女性ファンドの第��期の信託事務及び信託財産の状況 （環境生活総務課） �

����������������������������������������������������
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平成��年�月��日 (金)

� ������
(毎週火・金曜日発行)

�������������	
������	�������

�������������

◇��� !"#$%&��'(���)*+,-./��（規則第��号）

� 規則の概要

� 利用料金制の導入に伴う規定の整備

� その他規定の整備

	 施行期日

平成��年月�日から施行することとした。
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島 根 県 報

島根県花振興センター条例施行規則（平成��年島根県規則第���号）の一部を次のように改正する。

第�条から第�条までを削る。

第�条第�項中「第��条第�項」を「第�条第�項」に、「様式第	号」を「別記様式」に改め、同条第�項中「第��

条第�項」を「第�条第�項」に改め、同条を第�条とする。

第
条第�項中「第��条」を「第�条」に、「終了後��日」を「終了後�日」に、「第��条第�項」を「第��条第�

項」に改め、同条第�項中「第��条」を「第�条」に改め、同条を第	条とする。

第�条の見出しを「（年間観覧料）」に改め、同条第�項中「年間使用料」を「年間観覧料」に、「年間使用券」を

「年間観覧券」に改め、同条第�項中「年間使用券」を「年間観覧券」に改め、同条を第�条とする。

第�条の次に次の�条を加える。

（観覧料の減免）

��� 次の各号のいずれかに掲げる者が公園を利用するとき（条例別表個人の場合の欄に該当する場合に限る。）は、

条例第��条の規定により、条例第��条第	項に定める観覧料の額（以下この項において「観覧料の額」という。）から

当該各号に定める額を減免することができる。

� 小学校の児童、中学校若しくは高等学校の生徒又はこれらに準ずる者が、学校が編成した教育課程に基づく活動に

より教職員に引率されて使用するもの 観覧料の額の�割に相当する額

� 前号に掲げる者を引率する教職員 観覧料の額の全額

� 身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 観覧料の額の半額に相当する額

� 前号に掲げる者の介助者（原則として前号に掲げる者の人数と同じ人数までに限る。） 観覧料の額の全額

� 前各号に掲げるもののほか、知事が特別な理由があると認める者 知事が別に定める額

第�条及び第��条を削る。

様式第�号及び様式第�号を削る。

様式第	号中「第�条関係」を「第�条関係」に、「第��条第�項」を「第�条第�項」に改め、同様式を別記様式と

する。

� �

この規則は、平成��年�月�日から施行する。

� �

�	
������

身体障害者福祉法（昭和��年法律第���号）第��条第�項に規定する医師を次のとおり指定したので、身体障害者福祉

法施行細則（昭和��年島根県規則第��号）第�条の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�����号 平成��年�月��日(�)

医師の氏名 診療科目
従 事 す る 医 療 機 関

指定年月日
名 称 所 在 地

福田 弘毅 神経内科 松江赤十字病院 松江市母衣町��� 平成��年
月��日

後藤 賢治 循環器科 松江赤十字病院 松江市母衣町��� 平成��年
月��日

竹谷 健 小児科 島根大学医学部附属病院 出雲市塩冶町��－� 平成��年
月��日

西脇 聖一 整形外科 玉造厚生年金病院 松江市玉湯町湯町�－� 平成��年
月��日

橘 球 外科 総合病院松江生協病院 松江市西津田�－�－� 平成��年
月��日



島 根 県 報

��������	


土地改良法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により、平成��年	月
�日付けで県営土地改良事業に係

る飯石南（頓原）地区長谷工区の換地処分をしたので、同条第��項において準用する同法第��条第�項の規定により告示

する。

平成��年月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


次の保安林を解除予定保安林としたから、森林法（昭和��年法律第���号）第
�条の�第�項の規定により告示する。

平成��年月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 解除予定保安林の所在場所

安来市広瀬町西比田����－�

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 解除の理由

道路用地とするため

���������


漁船損害等補償法（昭和��年法律第��号）第���条の�第�項の規定による届出を審査した結果、次の加入区につい

て、同法第���条第�項の規定による同意があったと認めたので、同法第���条の�第�項及び漁船損害等補償法施行規則

（昭和��年農林省令第��号）第��条の�の規定により告示する。

平成��年月��日

島根県知事 澄 田 信 義

島根町加入区（漁業協同組合ＪＦしまね）

��������


水防警報をする河川の指定（平成��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正し、平成��年月��日から施行す

る。

平成��年月��日

島根県知事 澄 田 信 義

「第��条の�第�項」を「第��条第�項」に改める。

表神戸川の項を削る。

���������


特別警戒水位の設定（平成��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正し、平成��年月��日から施行する。

平成��年月��日

島根県知事 澄 田 信 義

表神戸川の項を削る。

第�����号 平成��年月��日 (
)
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� �

特定非営利活動促進法（平成��年法律第�号）第��条第�項の規定に基づき特定非営利活動法人の設立の認証申請が

あったので、同条第�項の規定により、次のとおり縦覧に供する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 申請のあった年月日

平成��年�月�日

� 申請に係る特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人 しまね住まいづくり研究会

� 代表者の氏名

塩田 洋三

	 主たる事務所の所在地

島根県松江市北堀町�
�番地�

 定款に記載された目的

この法人は、様々な分野の専門家の集団として、県民に対して、住まいづくり支援やまちづくりの推進を図り、住宅

問題による消費者被害の発生を防止するための活動を行うことにより、優良な住まいを求める住民の権利を守り、安全

で快適な住生活の実現に寄与することを目的とする。

� 縦覧に供する書類

定款、役員名簿、設立趣旨書、設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書並びに設立当初の事業年度及び翌事

業年度の収支予算書

� 縦覧期間

申請書を受理した日から�月間

� 縦覧場所

県政情報センター（県庁南庁舎�階）

松江地区県政情報コーナー（松江合同庁舎�階）

次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定により公告す

る。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 開発区域

安来市安来町字八幡���番�

面積 ������平方メートル

� 開発許可を受けた者の住所及び氏名

安来市安来町���番	

三澤 孝志

� � � � � �

次のとおり一般競争入札に付すので、地方自治法施行令（昭和��年政令第��号）第���条の�第�項及び地方公共団体

第�����号 平成��年�月��日(�)
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の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成�年政令第���号）第�条の規定により公告する。

平成��年�月��日

島根県立中央病院長 中 川 正 久

	 入札内容

� 調達件名及び数量

新生児用ドクターカー 一台

� 調達案件の仕様

入札説明書による。

� 納入期限

平成�
年�月��日（月）

� 契約場所

島根県出雲市姫原四丁目	番地	 島根県立中央病院

 入札参加資格

� 地方自治法施行令（昭和��年政令第��号）第���条の�の規定に該当しない者であること。

� 平成��年及び平成��年に島根県において発注する物品の製造の請負、売買及び借入に係る競争入札の参加資格等

（平成��年島根県告示第���号）に定める参加資格を有する者であること。

� 上記�の営業種目の車両類について、Ａ等級に格付けされている者であること。

� 薬事法に基づいて、医療機器の販売業及び賃貸業の許可を受けている者であること。

� 入札手続

� 入札書の提出場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先

〒�
�－���� 島根県出雲市姫原四丁目	番地	

島根県立中央病院事務局総務管理部総務グループ

電話 ����－��－����

� 入札説明書の交付方法

平成��年�月��日から平成��年�月�日までの間、上記�の場所において交付する。

交付時間は、土曜、日曜、祝日を除く午前�時から午後�時までとする。

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の�パーセントに相当する額を加算した金額（当該金

額に	円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とするので、入札者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、入札書には、見積もった契約金

額の���分の���に相当する金額を記載すること。

� 入札書の受領期限

平成��年�月�
日（火）午前��時（郵送による入札にあっては、平成�
年�月��日午後�時までに到着しているこ

と。）

� 開札の日時及び場所

ア 日時 平成��年�月�
日（火）午前��時

イ 場所 島根県立中央病院 �階 会議室	

� その他

� 契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

入札者が見積もった契約金額の���分の�以上を納付すること。ただし、島根県会計規則（昭和�
年島根県規則第

��号）第��条の各号のいずれかに該当する場合は、免除する。

第�����号 平成��年�月��日 (�)
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� 契約保証金

契約金額の���分の��以上を納付すること。ただし、島根県会計規則第��条の�各号のいずれかに該当する場合

は、免除する。

� 入札参加者の提出書類

この入札に参加を希望する者は、入札説明書で示した書類を入札説明書に定める提出期限までに提出しなければな

らない。

なお、入札参加者は、開札の日時までの間において、当該書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなけれ

ばならない。

� 入札の無効

本公告に示した入札参加資格のない者が入札したときその他島根県会計規則第��条各号のいずれかに該当するとき

は、当該入札者の入札は無効とする。

� 契約書作成の要否

要する。

� 落札者の決定方法

本公告に示した物品を納入できると島根県立中央病院長が判断した入札者であって、島根県会計規則第��条の規定

に基づき定められた予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� その他

詳細は入札説明書による。

� 	
����

� ���
�����
��������������
��������
������������
�����

�  ����� ����� ���!���"�����#���$

� %������ ���!���	������%�����
��&�����'�������()�)�'������#*+
��)���#	������),��

�  ���������-�����������.�.	���������#����（�������������������
����!��������������

/����.�.��	��������0#����）

� %����������������������� ���	������%�����
��&�����'�������()�)�'������#*+
��)���#
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� � � � � � �

�	
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警備業法（昭和($年法律第��$号。以下「法」という。）第��条第�項第1号に規定する警備員指導教育責任者講習

（以下「講習」という。）を次のとおり実施するので、警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等に関

する規則（昭和/0年国家公安委員会規則第�号。以下「講習規則」という。）第�条の規定により告示する。

平成�0年2月��日

島根県公安委員会委員長 室 崎 富 恵

1 講習に係る警備業務の区分、実施日時及び実施場所

第�#0��号 平成�0年2月��日(�)

講習の区分 実施期日 実施時間 実施場所

法第�条第1項第1号に規

定する警備業務（以下「1

号警備業務」という。）

平成�0年3月��日（火）から同月��

日（木）まで（日曜日、土曜日及び

国民の祝日を除く。）

�：��～�$：�� 松江市殿町�/0番地

島根県民会館

平成�0年3月��日（金） �：��～��：�� 松江市打出町�/�番地1

島根県運転免許センター
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� 講習定員

各��人

� 受講対象者

受講対象者は、受講申込みを行う日において、次のいずれかに該当する者とする。

� 最近�年間に受講しようとする警備業務（以下「当該警備業務」という。）の区分に係る警備業務に従事した期間

が通算して�年以上である者

� 警備員等の検定等に関する規則（平成��年国家公安委員会規則第��号。以下「検定規則」という。）第�条に規定

する	級の検定（当該警備業務の区分に係るものに限る。）に係る法第�
条第�項の合格証明書（以下「合格証明

書」という。）の交付を受けている者

� 検定規則第�条に規定する�級の検定（当該警備業務の区分に係るものに限る。）に係る合格証明書の交付を受け

ている警備員であって、当該合格証明書の交付を受けた後、継続して	年以上当該警備業務の区分に係る警備業務に

従事しているもの

� 検定規則附則第�条の規定による廃止前の警備員等の検定に関する規則（昭和��年国家公安委員会規則第�号。以

下「旧検定規則」という。）第	条第�項に規定する	級の検定（当該警備業務の区分に係るものに限る。）に合格

した者

� 旧検定規則第	条第�項に規定する�級の検定（当該警備業務の区分に係るものに限る。）に合格した警備員で

あって、当該検定に合格した後、継続して	年以上当該警備業務の区分に係る警備業務に従事しているもの

� 受講申込手続に関する事項

� 受付期間

平成��年月��日（月）から同月
�日（水）まで（日曜日及び土曜日を除く。）の午前時
�分から午後�時まで

ただし、定員に達した時点で受付を締め切る。

� 受付場所

島根県内の警察署

� 提出書類

ア 講習規則別記様式第	号の警備員指導教育責任者講習受講申込書 	通（写真（提出の日前�月以内に撮影した

無帽、正面、上三分身、無背景の縦
��センチメートル、横���センチメートルのもの）を貼り付けたもの）

イ �の受講対象者に該当することを疎明する次の書面 各	通

ア� ��に該当する者

当該警備業務の区分に係る警備業務に従事していたことを証明する警備業者等が作成する書面（以下「警備業

務従事証明書」という。）及び履歴書

イ� ��に該当する者

��に掲げる合格証明書の写し

ウ� ��に該当する者

��に掲げる合格証明書の写し及び警備業務従事証明書

エ� ��に該当する者

��に掲げる	級の検定に係る合格証の写し

オ� ��に該当する者

��に掲げる�級の検定に係る合格証の写し及び警備業務従事証明書

ウ 代理人が受講申込書を提出する場合にあっては、申込者本人の委任状

第�����号 平成��年月��日 (�)

法第�条第	項第�号に規

定する警備業務（以下「�

号警備業務」という。）

平成��年�月��日（火）から同月��

日（水）まで（日曜日、土曜日及び

国民の祝日を除く。）

�：��～��：�� 松江市殿町���番地

島根県民会館
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� 受講手数料

受講手数料は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める金額を、受講申込書提出時に、島根県収入証紙を手数

料納付書に貼付して納付すること。

なお、受講手数料は、受講申込書を受理した後は、申込みを取り消し、又は受講しなかった場合でも還付しない。

ア �号警備業務 ������円

イ �号警備業務 ������円

	 講習の委託

講習は、社団法人島根県警備業協会に委託して実施する。


 その他

� 講習終了後、修了考査を行い、講習に係る事項を修得したと認められる者に対し、講習修了証明書を交付する。

� 講習初日の午前�時��分から同�時��分までの間、講習の受付を行う。

 問合せ先

島根県警察本部生活安全部生活安全企画課（電話����－��－����内線����）又は島根県内の最寄りの警察署生活安全

（刑事）課（係）に行うこと。

��������	
���

警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等に関する規則の一部を改正する規則（平成��年国家公安委

員会規則第��号）附則第�条の規定に基づく、警備業法（昭和��年法律第���号。以下「法」という。）第��条第�項第

�号に規定する警備員指導教育責任者講習（以下「講習」という。）を次のとおり実施するので、警備員指導教育責任者

及び機械警備業務管理者に係る講習等に関する規則（昭和��年国家公安委員会規則第�号。以下「講習規則」という。）

第�条の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県公安委員会委員長 室 崎 富 恵

� 講習に係る警備業務の区分、実施日時及び実施場所

� 講習定員

各��人

� 受講対象者

警備業法の一部を改正する法律（平成��年法律第��号）による改正前の法第��条の�第�項の規定により交付された

警備員指導教育責任者資格者証（以下「旧資格者証」という。）を有する者

� 受講申込手続に関する事項

� 事前申込み

ア 事前申込みの方法

受講を希望する者は、島根県警察本部生活安全部生活安全企画課（電話����－��－����内線����）に事前に申込

みを行い、受理番号を取得すること。

第�����号 平成��年�月��日(�)

講習の区分 実施期日 実施時間 実施場所

法第�条第�項第�号に規

定する警備業務（以下「�

号警備業務」という。）

平成��年�月��日（金） ��：��～��：�� 松江市殿町���番地

島根県民会館同月��日（火）から同月��日（木）

まで

�：��～��：��

法第�条第�項第�号に規

定する警備業務（以下「�

号警備業務」という。）

平成��年�月��日（金） ��：��～��：��

同月��日（火）から同月��日（水）

まで

�：��～��：��



島 根 県 報

なお、�回の通話で申込むことができる人数は�人とし、講習定員に達したときは、締め切るものとする。

イ 事前申込受付期間

平成��年�月��日（月）から同月��日（木）までの午前�時から午後�時まで

� 受講申込書の提出

ア 受付期間

平成��年�月��日（月）から同月	
日（水）までの午前�時	
分から午後�時まで

イ 受付場所

島根県内の警察署

ウ 提出書類

ア� 講習規則別記様式第�号の警備員指導教育責任者講習受講申込書 �通（写真（提出の日前�月以内に撮影し

た無帽、正面、上三分身、無背景の縦	
センチメートル、横��センチメートルのもの）を貼り付けたもの）

イ� 旧資格者証の写し �通

ウ� 代理人が受講申込書を提出する場合にあっては、申込者本人の委任状

� 受講手数料

受講手数料は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める金額を、受講申込書提出時に、島根県収入証紙を手数

料納付書に貼付して納付すること。

なお、受講手数料は、受講申込書を受理した後は、申込みを取り消し、又は受講しなかった場合でも還付しない。

ア �号警備業務 �	�


円

イ �号警備業務 ���


円

� 講習の委託

講習は、社団法人島根県警備業協会に委託して実施する。

� その他

� 講習終了後、修了考査を行い、講習に係る事項を修得したと認められる者に対し、講習修了証明書を交付する。

� 講習初日の午後�時	
分から同�時�
分までの間、講習の受付を行う。

� 問合せ先

島根県警察本部生活安全部生活安全企画課（電話
���－��－
��
内線	���）又は島根県内の最寄りの警察署生活安全

（刑事）課（係）に行うこと。

� �

公益信託しまね女性ファンド（第��期）信託事務及び信託財産の状況は次のとおりであるので、信託法（大正��年法律

第��号）第��条第�項及び知事の所管に属する公益信託の引受けの許可及び監督に関する規則（平成�年島根県規則第��

号）第�条の規定に基づき公告する。

平成��年�月��日

公益信託しまね女性ファンド受託者

東京都千代田区丸の内一丁目�番�号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

� 信託事務の概要

島根県の女性を主たる構成員とする団体により行った、魅力ある地域づくり活動��事業に対して計	�

��


円、男

女共同参画社会づくり活動�
事業に対して計������


円、次代を担う人づくり活動�事業に対して計	�
�


円、水と

緑豊かな環境づくり活動�事業に対して計���


円、合計	
事業��
���


円の助成金給付を行った。

� 信託財産の状況（平成��年�月	�日現在）

資産合計 金��
��������円

第���
�号 平成��年�月��日 (�)
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